
令和元年度 都市経済常任委員会 行政視察報告書

１．視 察 期 間

令和元年 10 月７日（月曜日）～10 月９日（水曜日）

２．視察場所・項目

①山口県宇部市

・ときわ公園（次世代エネルギーパーク）について

②福岡県みやま市

・エネルギーの地産地消による地域の活性化について

③福岡県大野城市

・まちなかわくわくパビリオンについて

３．参加委員

委 員 長 小 林 章 宏 副委員長 一 瀬 健 二

委 員 美 勢 麻 里 委 員 宝 新

委 員 岡 野 純 子 委 員 今 泉 浩 一

委 員 折 本 龍 則



都市経済常任委員会 行政視察参考資料

■山口県宇部市 ： ときわ公園（次世代エネルギーパーク）について

①市勢

１．人 口 164,788 人（男：78,633 人 女：86,155 人）

２．世帯数 79,399 世帯

３．面 積  286.65 ㎢ 

４．予算額 664 億円 1,000 万円（平成 31 年度一般会計予算）

５．議員数 28 人（定数 28 人）

②視察概要

ときわ公園は、元禄 11 年頃に灌漑用として常盤池が築堤され、昭和 33 年に常盤遊園

地の開園、昭和 36 年に第１回宇部市野外彫刻展の開催、昭和 37 年～39 年に宮大路動物

園をときわ公園へ移設するなど、戦災復興の象徴、市民の憩いの場として、公園整備が

進められてきた。

現在は、県内初の国の登録記念物（名勝地関係）であり、日本の都市公園 100 選、さ

くら名所 100 選、「21 世紀に残したい日本の風景」総合公園としては第１位、美しい日

本の歩きたくなるみち 500 選、ショウブ苑の「池坊花逍遥 100 選」（平成 27 年 1 月）、

そして新日本歩く道紀行 100 選シリーズにおける「文化の道 100 選」（平成 27 年 10 月）

に認定されるとともに、次世代エネルギーを活用する取組が経済産業省から「ときわ公

園次世代エネルギーパーク」計画として認定された。また、ときわ動物園のリニューア

ルなど、総合レクリエーション及びアミューズメントパークとしての魅力も増え、癒

し・憩いの場、また県内屈指の観光施設として多くの方々に愛されている。

Ｒ1.5.31 現在

園内を走る電気バス

動物園には様々な種類

の猿を飼育



●次世代エネルギーパークとは

次世代エネルギーパークは、小学生から高齢者まで国民各層が、再生可能エネルギー

を中心に日本のエネルギー問題への理解の増進を深めることを通じて、エネルギー政策

の推進に寄与することを期待するものである。このような趣旨に合致しているとともに、

以下の６つの要件に該当する施設を対象として、次世代エネルギーパークの計画の認

定・公表が行われる。

１．実施運営主体が確定していること。実施運営主体は地方自治体又は第３セクター

等であり、自治体が主体的に取り組んでいると判断されること（資金面については、

運営主体以外の支援が過半を占めていてもよい）。また、必要に応じ、地元の再生

可能エネルギー設備を有する民間企業等が実施運営に参加する場合は、その者が決

定されていること。

２．実施運営主体において、建設費、維持費、来場者予測等を考慮した現実的な収支

計画が立てられていること。また、収支計画の中で、費用負担を行う者が決定され

ていること。

３．地域特色を明確にしたコンセプトが存在するなど、地域の特色を生かした創意工

夫がみられること。

４．再生可能エネルギー設備で発生した電気・熱が、パーク内や周辺地区で使用され、

もしくは系統に連系される計画であり、利用する発電量・熱量規模及び利用先が明

示されていること。

５．原則として複数の種類の再生可能エネルギー設備が含まれていること。また複数

の地域にまたがる場合には、全体像がわかるような中心的な施設が存在するととも

に、一体的に見学できるような工夫がなされ、また、個々の施設において、見学者

に対し安全を確保しつつ必要な情報が提供できる体制がなされていること。

６．近隣に再生可能エネルギー設備や関連施設がある場合には、可能な範囲で、当該

パークに関連する施設として位置づけられていること。

●ときわ公園における次世代エネルギーパーク化計画

「環境・芸術・スポーツ・福祉」の融合した先進的なモデル公園化を目指し、下記

の３つの方針に基づく新たな機能を導入し、既存の施設や機能と有機的に連携しなが

ら、官民共同・連携で取り組みを推進する。

方針１：新たな地域防災拠点づくり

既存施設を活かしながら、災害等の非常時に備えた防災拠点としての施設整

備を図る。

方針２：再生可能エネルギーの利活用

エネルギーの地産地消を推進するため、再生可能エネルギー生み出す設備等

を既存施設に導入・整備し、常時利用による CO2 の削減を図るとともに、非

常時の電力確保による防災性の向上を図る。

方針３：防災・再生可能エネルギーの学習・体験の場づくり

既存の学習機能等と有機的な連携を図りながら、防災・再生可能エネルギー

の学習・体験の場とする。





◆主な質疑応答

Ｑ．ときわ公園課が観光・シティプロモーション推進部に属している経緯について。

Ａ．従来は市内全体の公園を所管する公園整備局において、ときわ公園の維持管理等が

行われていた。インバウンド対策を含めて観光集客に力を入れていく方針から、２

年前に観光・シティプロモーション推進部が新設され、UBE ビエンナーレ推進課な

どともに、ときわ公園も当該部の中に位置づけられることになった。

Ｑ．電気自動車の補助電源を実際に災害で使用したことがあるのか。

Ａ．幸いなことに必要となるような災害に見舞われていないため、使用実績はない。

Ｑ．ときわ公園の管理はどのように行われているのか。

Ａ．公園全体の管理(植物館及び彫刻の管理含む)・運営・イベント・PR 等 ⇒ 市

動物園の管理 ⇒ 委託 遊園地の管理 ⇒ 民間業者への借地

公園内の除草・清掃等 ⇒ 指定管理及び委託

Ｑ．全体の維持管理費はどれぐらいかかっているのか。

Ａ．４億円前後となっている。

■福岡県みやま市 ：エネルギーの地産地消による地域の活性化について

①市勢

１．人 口 37,385 人（男：17,413 人 女：19,972 人）

２．世帯数 14,400 世帯

３．面 積  105.21 ㎢ 

４．予算額 182 億円 9,500 万円（平成 31 年度一般会計予算）

５．議員数 15 人（定数 16 人）

R1.6.30 現在



②視察概要

地域資源を活かしたまちづくりと分散型エネルギーインフラの確保による災害に強

いまちづくりのため、自治体による家庭等の低圧電力売買（電力小売・太陽光余剰電力

買取）を主目的とした日本初の事業会社『みやまスマートエネルギー株式会社』を設立

した。市内で産出される再生可能エネルギーによる電力を地域で消費し、電力消費に係

るキャッシュフローを地域内に取り込める仕組みを構築してエネルギーの地産地消の

取り組みを始めている。現在、市役所本庁舎をはじめとする公的施設や工場などの市内

民間企業に電力を供給しており、一般家庭にも電力供給している。生活インフラである

電力を安価に安定的に提供するだけでなく、高齢者見守りや子育て世代支援といった生

活支援サービスを付加価値として提供することを目指している。

これまで、毎年約４７億円の一般家庭の電気代が市外に流出していたものを市内の電

力会社に切替えることで雇用と利益が生まれ、地域経済の浮揚につながり、その利益を

最大限市民サービスに還元することができる。地産地消の再生可能エネルギーインフラ

を整え、環境を保全しながら地域コミュニティを活性化させる総合的な取り組みを推進

することで、だれもが住みやすい、住みたくなる「エネルギーとしあわせの見えるまち」

の実現を目指している。





◆主な質疑応答

Ｑ．全世帯に対する電力供給率と電力調達率はどれぐらいか。

Ａ．電気を買い取っていただいている世帯が 10％弱で、売っていただいている世帯は約

220 世帯となっている。

Ｑ．個人宅にソーラーパネルを設置するとどのくらいコストがかかり、初期コストを回

収できるのか。

Ａ．8ｋＷで 150 万円ぐらいの設置費用がかかり、現状で採算を取るのは難しい。

Ｑ．メガソーラーの台風の被害はどうか。

Ａ．平坦な場所に低く設置しているので、台風の被害はなかった。

Ｑ．HEMSによる電力の見える化等に使用するタブレットは契約時に配付しているのか。

Ａ．契約時ということではなく、希望があれば配付している。

Ｑ．民間企業との合同出資による株式会社に対する市民の目線はどうか。

Ａ．市が出資している第３セクターであるため、透明性・公平性の確保がより求められ

ている。現在、議会で調査委員会が立ち上がり、みやまスマートエネルギーの業務

委託先であるみやまパワーホールディングスとの利益相反取引の調査が始まって

いる。他自治体に対する支援などの観点も含め、会社の役割・経営体制の見直しが

必要だと考えている。



■福岡県大野城市 ：まちなかわくわくパビリオンについて

①市勢

１．人 口 100,856 人（男：48,620 人 女：52,236 人）

２．世帯数 44,061 世帯

３．面 積  26.89 ㎢ 

４．予算額 355 億 8,900 万円（平成 31 年度一般会計予算）

５．議員数 20 人（定数 20 人）

②視察概要

●まちなかわくわくパビリオンとは

大野城の魅力と活力をより多くの人に知ってもらい、もっともっと光り輝くまちに

したいという思いから、市内の事業所や個人等が考えたプログラムをリレー方式で開

催していくイベントである。まちなかわくわくパビリオンは、イベントプログラム数

の多さが特徴であり、2018 年の第 7回目の開催時には約 3ヶ月の期間中に、44 種類の

プログラムが開催された。

●事業の経緯

大野城市と商工会の共働により、平成 23 年度から取り組んでいる観光商品開発プロ

ジェクト事業において、大野城跡・水城跡を初め、市内に点在するさまざまな既存の

地域資源を活用したイベントなどを実施してきた。この観光商品開発プロジェクト事

業の一環として実施がスタートした「まちなかわくわくパビリオン」については、大

野城市の特色ある地域資源に、知恵と工夫を加えたアイデアを加えることによって、

また、それぞれが点となっている地域資源そのものを結びつけることによって、地域

資源の価値を高め、市内外から人々が訪れる観光資源として活用していこうとする着

地型観光商品の考え方をもとに取り組んできたものである。平成 28 年度からは一般社

団法人大野城市にぎわいづくり協議会によって事業が実施されており、地域循環型経

済の施策として地域の活性化につながっている。

●事業の実績

第６回に当たる平成 29 年度は、平成 29 年 10 月から約３カ月間で 35 プログラムが

開催され、約１万 4,000 人を超える参加者がいた。平成 24 年度に開催された第１回で

は、21 プログラム、3,382 人の参加があったことから、市民の認知度は年々上向いて

いる。

また、平成 29 年度の参加者に対するアンケート結果については、プログラムに対し

て 92％の方が「大満足」「満足」と回答しており、また、89％の方から「まちなかわ

くわくパビリオン」を続けたほうがよいとの回答が出されている。

R1.6.30 現在



2018 年第７回目のプログラム一覧



◆主な質疑応答

Ｑ．個別にイベントをＰＲするのではなく、プログラムをまとめてＰＲすることの強み

をどのように考えているか。

Ａ．大野城市が共催し、商工会や西日本鉄道株式会社が後援している信用あるブランド

として、まちなかわくわくパビリオンに安心して参画いただけることがメリットで

あると考えている。

Ｑ．ちらしは全世帯に配付しているか。また、ポスティングのタイミングはいつか。

Ａ．ちらしは商工会で事業を実施している時から全世帯に配付している。最初は広報紙

に折り込んで配付していたが、それでは広報紙を開かない人はそのまま捨ててしま

うことがあるため、今年度からは折り込みをやめて単独で配付している。また、ポ

スティングのタイミングは開催の１カ月前としている。

Ｑ．プログラムを募集する際に業種を制限しているのか。

Ａ．業種の制限はなく、プログラムの内容で変更をお願いすることがある。事業色が濃

く、通常業務で行っているだけのものではなく、それにプラスして体験ができるな

どで参加者が楽しめるようなものをお願いしている。

Ｑ．地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトに応募することとなった経緯は。

Ａ．将来の人口減少対策の１つとして応募することになった。

※ 本報告書は、宇部市、みやま市、大野城市よりご提供いただいた資料及び各市で管理さ

れているホームページ等の情報を基に作成しています。


